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工事に係る入札心得書 

 

この心得は、部隊発注工事の入札手続業務の基準として適用するものとし、細部

は、契約担当官の指示による。 

 

（目的） 

第１条 一般競争及び指名競争（以下「競争」という。）を行う場合における入札

その他の取扱いについては、会計法（昭和２２年法律第３５号）、予算決算及び

会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「予決令」という。）［、国の物品等

又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（昭和５５年政令第３００号）］、

契約事務取扱規則（昭和３７年大蔵省令第５２号）［、国の物品等又は特定役務

の調達手続の特例を定める省令（昭和５５年大蔵省令第４５号）］、防衛省所管

契約事務取扱細則（平成１８年防衛庁訓令第１０８号）その他の法令に定めるも

ののほか、この心得に定めるところによるものとする。 

［注：［ ］は、当該契約が国の物品等又は特定役務の調達手続きの特例を定める

政令第３条第１項に規定する特定調達契約に該当する場合に適用する。］ 

 

（競争参加の申し出） 

第２条 競争に参加しようとする者は、公告又は公示（以下「公告等」という。）

において指定した期日までに、当該公告等において指定した書類を契約担当官等

（防衛省所管契約事務取扱細則第２条に規定する契約担当官等をいう。以下同

じ。）に提出し、競争参加資格の確認を受けなければならない。 

 

（入札保証金等） 

第３条 入札に参加することができる者（以下「入札参加者」という。）は、予決

令第７４条の公告において指定した期日までに、見積金額の１００分の５以上の

入札保証金又は入札保証金に代わる担保を契約担当官等に納付し、又は提供しな

ければならない。ただし、入札保証金の全部又は一部の納付を免除された場合は、

この限りではない 

２ 入札参加者は、前項ただし書の場合において、入札保証金の納付を免除された 

理由が入札保証保険契約を結んだことによるものであるときは当該入札保証保険

契約に係る保険証券を、契約保証の予約を受けたことによるものであるときは、

当該契約保証の予約に係る証書を契約担当官等に提出しなければならない。 

なお、工事請負契約における契約保証の予約に係る保証金額は、第１項の規定 

にかかわらず 、１件につき予定価格が国の物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める政令（昭和５５年政令第３００号）第３条第１項に規定する財務大臣

の定める額（以下この項において「基準額」という。）以上の契約については、

見積金額の１０分の３以上、基準額未満の契約については１０分の１以上とす

る。ただし、基準額未満の契約であっても、予決令第８５条の基準（防衛省所管

契約事務取扱細則第２５条第１項第１号に定める基準）に該当することとなった



場合は、見積金額の１０分の３以上となるよう契約保証の予約に係る保証金額の

増額変更を行い、増額変更が確認できる書類を指定された日までに契約担当官等

へ提出しなければならない。 

３ 入札参加者は、入札保証金を納付する場合は、あらかじめ入札保証金の金額に

相当する金額の金銭を取扱官庁の保管金取扱店（日本銀行の本店、支店又は代理

店）に払い込み、保管金領収証書の交付を受け、これに保管金提出書を添えて契

約担当官等に提出しなければならない。 

４ 入札参加者は、第１項本文の規定により提供する入札保証金に代わる担保が銀

行等の保証である場合においては、当該保証に係る保証書を提出しなければなら

ない。 

５ 入札保証金又は入札保証金に代わる担保は、落札者に対しては契約締結後に、

落札者以外の者に対しては、落札者決定後にその払渡請求書と引き替えにこれを

還付する。 

 

（入札等） 

第４条 入札参加者は、契約担当官等から競争参加資格があると認められた者又は

その代理人のみとする。 

２ 入札参加者が代理人であるときは、必要に応じて別記様式第１から別記様式第

３までに定める個別案件についての委任状又は年間委任状を契約担当官等に提出

しなければならない。ただし、予決令第７１条第１項の規定に該当する者を代理

人とすることはできない。 

なお、別記様式第２に定める年間委任状については、内容に変更がある場合を

除き再度提出する必要は無い。 

３ 入札参加者又は入札参加者の代理人は、当該入札に対する他の乳差圧参加者の

代理をすることができない。 

４ 入札参加者は、図面、仕様書、標準契約条項等（以下「仕様書等」という。）

及び現場（やむを得ず立ち入れない場合を除く。）等を熟覧の上、入札しなけれ

ばならない。 

５ 入札参加者は、別記様式第４により入札書を作成し、入札件名、開札日時及び

商号又は名称を表記した封筒に入れて封かんの上、入札書提出締切時刻までに提

出しなければならない。郵送等による入札が認められている場合において、郵送

等により入札書を提出するときは、発送後速やかに公告等において指定した担当

部署に電話連絡するものとする。 

６ 第１回の入札に際し、入札書に記載した金額に対応する内訳明細書を契約担当

官等が指定した方法により提出しなければならない。 

７ 入札書及び内訳明細書が入札書提出締切時刻までに持参又は到達しない場合に

は、当該入札参加者は入札を辞退したものとみなす。 

８ 契約担当官等は、必要に応じ、内訳明細書について説明を求めることがある。

また、内訳明細書に不備がある場合は、第８条第十一号に該当する入札として、

当該入札参加者の入札を無効とする場合がある。 



９ 入札参加者は、一度提出した入札書及び内訳明細書の引き替え、変更及び取消

しをすることができない。 

１０ 入札書を提出後、配置予定技術者を配置することができなくなった場合には、

速やかにその旨を契約担当官等あてに書面（様式は自由とするが、入札参加者に

よる記名押印されたものに限る。以下「申出書」という。）にて申し出なければ

ならない。申し出に際し、公告等において指定した担当部署に電話連絡し、申出

書をＦＡＸにより送信するとともに、遅滞なく申出書を契約担当官等に提出しな

ければならない。 

なお、落札後、配置予定技術者が配置できないことが明らかになった場合は、

不正又は不誠実な行為として、当該契約担当官等の所在地を管轄する地方防衛局

又は地方防衛支局（長崎防衛支局を除く。）の長から「工事請負契約等に係る指

名停止等の措置要領について」（防整施（事）第１５０号２８．３．３１）に基

づく指名停止を行うことがある。 

１１ 入札参加者は、公告等又は指名通知書において指定された時刻までに、指定

された場所（以下「入札室」という。）に入室し、開札に立ち会うものとする。

入札室に入室しようとするときは、一般競争参加資格確認通知書又は指名通知書

の写しを入札執行官に提示しなければならない。 

なお、一般競争参加資格確認通知書又は指名通知書を受けた本人又はその代理

人以外の者は、入札室に入室できないことがある。また、第１回の開札に立ち会

わない場合でも提出された入札書は有効なものとして取り扱うこととするが、再

度の入札を行うこととなったときは、持参による提出で、開札に立会しない場合

又は郵便による入札参加者は再度の入札を辞退したものとして取り扱うものとす

る。 

 

（入札参加の取りやめ） 

第５条 入札参加者は、入札書を提出するまでは、いつでも入札参加を取りやめる

ことができる。予定価格の制限の範囲内の価格をもって入札した者がいないとき

に再度の入札を行う場合も、また同様とする。 

２ 入札参加者は、入札を辞退するときは、入札辞退届（別記様式第５）を契約担

当官等に持参又は郵送等により提出するものとする。ただし、これによることが

できない場合は、その旨を明記した入札書を提出するものとする。 

３ 入札参加を取りやめた者は、これを理由として以後不利益な取扱いを受けるも

のではない。 

 

（公正な入札の確保） 

第６条 入札参加者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２

２年法律第５４号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

２ 入札参加者は、入札に当たっては、他の入札参加者と入札意思、入札価格（入

札保証金の金額等又は金融機関等の保証金額を含む。）又は入札書、内訳書その

他の契約担当官等に提出する書類（以下「入札書等」という。）の作成について



いかなる相談も行ってはならず、独自に入札価格を定めなければならない。 

３ 入札参加者は、落札者の決定前に、他の入札参加者に対して入札意思、入札価

格（入札保証金の金額等又は金融機関等の保証金額を含む。）、入札書等を意図

的に開示してはならない。 

 

（入札の取りやめ等） 

第７条 入札参加者が連合し又は不穏な行動を為す等の場合において、入札を公正

に執行することができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加さ

せず又は入札の執行を延期し若しくは取りやめることができる。 

 

（入札の無効） 

第８条 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

一 競争参加資格を有しない者のした入札 

二 入札書の提出期限後に到達した入札 

三 契約担当官等が提出を求めた資料を提出しないもの、虚偽の記載又は不備の

ある資料を提出した者のした入札 

四 委任状を提出しない代理人のした入札 

五 記名押印を欠く入札 

六 金額を訂正した入札 

七 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である入札 

八 明らかに連合によると認められる入札 

九 当該入札について他の入札参加者の代理人を兼ね又は２人以上の代理をした

者のした入札 

十 ２通以上の入札書を提出又は入札函に投入した者の入札 

十一 その他入札に関する条件に違反した入札 

２ 開札後、次の各号のいずれかに該当することとなった場合は、当該者のした入

札は、無効として取り扱うものとする。 

一 配置予定技術者を配置することができなくなったとき（契約担当官等が配置

予定技術者の変更をやむを得ないとして承認した場合を除く。） 

二 公告等の定めに基づき契約担当官等が専任の監理技術者とは別に配置を求め

る技術者を配置することができないとき 

三 予決令第８６条第１項に基づく調査等の契約担当官等が行う調査に協力しな

いとき 

四 都道府県警察から暴力団関係者として、防衛省発注工事等からの排除要請が

あったとき 

五 落札決定までに、当該契約担当官等の所在地を管轄する地方防衛局又は地方

防衛支局（長崎防衛支局を除く。）の長から工事請負契約等に係る指名停止等

の措置要領についてに基づく指名停止を受けたとき 

 

（落札者の決定） 



第９条 予決令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で、

最低の価格（会計法第２９条の６第２項に規定する契約にあっては、価格及びそ

の他の条件が国にとって最も有利なもの）をもって有効な入札を行った者を落札

者とする。ただし、国の支払の原因となる契約のうち予定価格が１，０００万円

を超える工事又は製造その他の請負契約について、落札者となるべき者の入札価

格によっては、その者により当該契約の内容に適合した履行がされないおそれが

あると認められるとき又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱

すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定価格

の制限の範囲内の価格をもって入札した他の者のうち最低の価格（会計法第２９

条の６第２項に規定する契約にあっては、価格及びその他の条件が国にとって最

も有利なものの次に有利なもの）をもって入札した者を落札者とすることがある。 

２ 予決令第８５条の基準（防衛省所管契約事務取扱細則第２５条第１項第１号に

定める基準）に該当する入札を行った者は、契約担当官等の行う調査に協力しな

ければならない。 

 

（再度入札） 

第１０条 開札をした場合において、落札者がないときは、契約担当官等が指定す

る日時において再度の入札を行う。 

２ 入札を無効とされた者は、再度入札に参加することができない。 

３ 入札執行回数は、原則として２回を限度とする。 

４ 各回の入札結果について、落札した場合は落札者名及び落札金額を、落札しな

かった場合は最低入札金額を入札室において読み上げを行う。 

なお、入札を保留する場合は、入札参加者に対しては口頭により通知する。 

５ 再度入札において落札者がないときは、特別な場合を除き、不調とする。 

 

（落札となるべき入札をした者が２人以上ある場合の落札者の決定） 

第１１条 落札となるべき入札をした者が２人以上あるときは、契約担当官等が指

定する日時及び場所において、当該入札をした者にくじを引かせて落札者を決定

する。 

２ 前項の場合において、当該入札をした者のうち、くじを引かない者があるとき

は、これに代わって入札事務に関係のない職員にくじを引かせる。 

 

（契約の保証） 

［役務的保証に限定する場合］ 

第１２条 落札者は、契約書案の提出と同時に、公共工事履行保証証券による保証

（瑕疵担保特約を付したものに限る。）を付し、その証券を取扱官庁に提出しな

ければならない。この場合の保証金額は、契約金額の１０分の３以上としなけれ

ばならない。 

 

［役務的保証に限定しない場合］ 



第１３条 落札者は、契約書案の提出と同時に、契約金額の１０分の１（建設工事

にあって、１件につき予定価格が国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定

める政令（昭和５５年政令第３００号）第３条第１項に規定する財務大臣の定め

る額以上の契約又は予決令第８６条の調査を受けた者との契約については、１０

分の３）以上の契約保証金又は契約保証金に代わる担保を納付し又は提供しなけ

ればならない。ただし、契約保証金の全部又は一部を免除された場合は、この限

りでない。 

２ 落札者は、前項本文の規定により契約保証金を納付する場合においては、あら

かじめ、現金を取扱官庁の保管金取扱店（日本銀行の本店、支店又は代理店）に

払い込み、保管金領収証書の交付を受け、これに保管金提出書を添えて契約担当

官等に提出しなければならない。 

３ 落札者は、第１項本文の規定により契約保証金の代わる担保が振替国債である

場合においては、あらかじめ、政府担保振替国債提供書並びに政府担保振替国債

提供書確認資料を取扱官庁に提出し、当該振替国債の提供を申し出なければなら

ない。また、取扱官庁からこの申出を承認する旨を記載した政府担保振替国債提

供書の交付を受けたときは、当該提供書に記載されている期日までに取扱官庁の

口座に当該振替国債に係る増額の記載又は記録がされるよう、取引先の銀行・証

券会社等に振り替えの申請を行わなければならない。 

４ 落札者は、第１項本文の規定により契約保証金に代わる担保を提供する場合に

おいて、当該担保が銀行等又は公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２

７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社の保証であるときは、

当該保証に係る保証書を契約担当官等に提出しなければならない。 

５ 落札者は、第１項ただし書きの規定により契約保証金の納付を免除された理由

が、公共工事履行保証契約及び履行保証保険契約を締結したことによるものであ

るときは、公共工事履行保証契約にあっては公共工事履行保証証券に係る証券を、

履行保証保険契約にあっては履行保証保険に係る証券を契約担当官等に提出しな

ければならない。 

 

（契約書等の提出） 

第１４条 落札者は、契約担当官等から交付された契約書案に記名押印し、落札決

定の日の翌日から起算して原則７日以内（行政機関の休日に関する法律（昭和６

３年法律第９１号）第１条第１項各号に規定する行政機関の休日を含まない。）

に、これを契約担当官等に提出しなければならない。ただし、契約担当官等の書

面による承諾を得て、この期間を延長することができる。 

２ 落札者が前項に規定する期間内に契約書案を提出しないときは、落札は、その

効力を失う。 

 

（仕様書等） 

第１５条 仕様書等は、積算等の目的以外に使用しないものとする。 

 



（異議の申立） 

第１６条 入札をした者は、入札後、この心得書、仕様書等及び現場等についての

不明を理由として異議を申し立てることができない。 

 

（その他） 

第１７条 いわゆる裏ジョイント契約その他不適切な形態による下請負契約又は再

委託契約により工事又は業務を実施する等契約当事者相互間の信頼関係を損なう

ような行為を行ってはならない。 

 

 

補則 

（工事契約に係る苦情処理） 

第１８条 苦情及び再苦情の申立て等については、防整施（事）第１４８号（２８．

３．３１）により、行うものとする。 

 

（入札参加制限） 

第１９条 競争参加については、入札に参加しようとする者の間に以下の基準のい

ずれかに該当する関係がないこととする。（基準に該当する者のすべてが共同企

業体の代表者以外の構成員である場合は除く。以下同じ。） 

なお、上記の関係がある場合に、辞退する者を決めることを目的に当事者間で

連絡を取ることは、本則第６条第２項の規定に抵触するものでない。 

(1) 資本関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、子会社（会社法（平成１７

年法律第８６号）第２条第３号の規定による子会社をいう。以下同じ。）若し

くは子会社の一方が会社更生法第２条第７項に規定する更生会社（以下「更生

会社」という。）又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の

会社等（会社法施行規則（平成１８年法務省令第１２号）第２条第３項第２号

に規定する会社等をいう。）である場合は除く。 

ア 親会社と子会社の関係にある場合 

イ 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

(2) 二人的関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、アについては、会社の一方

が更生会社又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社等

である場合を除く。 

ア 一方の会社等の役員が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合 

イ 一方の会社等の役員が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合 

(3) その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

その他上記一又は二と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる

場合 

 



（低入札価格調査に係る別に配置を求める技術者） 

第２０条 専任の監理技術者の配置が義務づけられている工事（４０００万円以上

（建築一式工事８０００万円以上））において、調査基準価格を下回った価格を

もって契約する場合においては、契約の相手方が当該防衛省発注機関で入札日か

ら過去２年以内に完成した工事、あるいは入札時点で施工中の工事に関して、以

下のいずれかに該当する場合、監理技術者とは別に同等の要件を満たす技術者を

専任で１名現場に配置することとする。 

(1) 65点未満の施工成績評定又は工事成績評定を通知された者 

(2) 発注者から施工中又は施工後において建設工事請負契約書に基づいて修補

又は損害賠償を請求された者。ただし、軽微な手直し等は除く。 

(3) 品質管理、安全管理に関し、指名停止又は契約担当官等から書面により警

告若しくは注意の喚起を受けた者 

(4) 自らに起因して工期を大幅に遅延させた者 

なお、当該技術者は施工中、監理技術者を補助し、監理技術者と同様の職務

を行うものとする。また、上記の技術者を求めることとなった場合には、その

氏名その他必要な事項を監理技術者の通知と同時に契約担当官等に通知するこ

ととする。 

 

（低入札価格調査に係る特別重点調査） 

第２１条 別紙のとおり。 

  



別紙 

低価格入札に係る特別重点調査について 

 

本規定は、低価格入札に係る特別重点調査の対象工事に適用する。 

 

１ 特別重点調査対象の基準に該当する価格で入札を行った者がいる場合に、以下

のとおり行うものとする。 

 

(1) 特別重点調査の実施に係る連絡等 

ア 契約担当官等は、特別重点調査対象の基準に該当する価格で入札を行った

者がいる場合は、当該者に対して特別重点調査を行う旨を連絡するとともに、

原則として、当該連絡を行った日の翌日から起算して７日以内に、特別重点

調査の実施に必要な本規定第３号に掲げる資料及び添付書類（以下「資料等」

という。）の提出を求めるものとする。 

また、契約担当官等は、当該者が発注者の単価に比して相当程度低い単価

を採用していると認めるときは、契約内容に適合した履行がなされないおそ

れがあると認められるかどうかを判断するため、必要に応じ、当該者に対し

て、その他の説明資料の提出を求めることができるものとする。 

なお、当該者は、契約担当官等が求める資料等のほか、契約内容に適合し

た履行が可能であることを立証するために必要と認める任意の書類をあわせ

て提出することができるものとする。 

イ 施工体制確認型総合評価方式の対象工事において、その工事の入札申込み

に係る資料の提出を行った者は、提出した資料と異なる内容を特別重点調査

のため提出する資料等に記載してはならないものとする。 

ウ 契約担当官等は、資料等の受領後、速やかに、入札者の責任者（支店長、

営業所長等をいう。）から事情聴取を行い、入札者により内容に適合した履

行がされないおそれがないかを厳格に確認する。 

エ 資料等については、提出期限後の差し替え及び再提出を認めないものとす

る。 

ただし、資料等及び事情聴取の内容により、契約担当官等が必要と認め、

入札者に対し、記載要領に従った記載を行うべきこと、必要な添付書類を提

出すべきことなどの教示を行ったときは、この限りでない。 

なお、教示を踏まえた資料等の再提出等は、原則として１回に限るものと

し、その提出期限については、作成に必要な時間を確保した上で適切に設定

すること。 

 

(2) 虚偽説明等への対応 

入札者が虚偽の資料提出若しくは説明を行ったことが明らかとなった場合、

又は重点的な監督の結果、内容と入札時の特別重点調査の内容が著しく乖離し

た場合（合理的な乖離理由が確認できる場合を除く。）は、契約担当官等は、



次に掲げる措置を講じるものとする。 

ア 当該工事の成績評定において厳格に反映する。 

イ 過去５年以内にアの措置を受けたことがあるなど悪質性が高い者に対して

は、工事請負契約等に係る指名停止等の措置要領について（防整施（事）第

１５０号。２８．３．３１）別表第２第１５項により指名停止を行う。 

 

(3) 公正取引委員会への通報 

特別重点調査の結果、誓約書（様式15）を提出し、施工に必要な費用の額を

下回る価格で受注しようとする者（落札者以外を含む。）については、原価割

れ受注のおそれがあると認められる場合として、公正取引委員会に対し、関係

情報の通報を行う。 

 

(4) 関係資料の公表 

ア 契約担当官等は、誓約書（様式15）を提出し、施工に要する費用の額を下

回る金額で受注した者があるときは、その者に関する情報を、企業ごと一覧

することができるよう、ホームページにおいて公表するものとする。 

イ アに定めるもののほか、特別重点調査の結果は、別に定めるところにより、

ホームページにおいて公表するものとする。 

 

(5) 契約後の取扱い（監督体制の強化） 

契約担当官等は、特別重点調査を経て契約を行った工事については、本調査

で提出させた資料等及び調査記録を監督職員に引継ぐとともに、以下の措置を

講じるものとする。 

ア 施工体制台帳の内容のヒアリングを必ず行うこととし、施工体制台帳の記

載内容が特別重点調査時と内容が異なる場合は、その理由等について確認す

る。 

イ 施工計画書の内容のヒアリングを必ず行うこととし、施工計画書の記載内

容が特別重点調査時の内容と異なる場合は、その理由等について確認する。 

 

２ その他 

入札者が提出期限までに記載要領に従った資料等の提出を行わない場合、前項

第１号ウの事情聴取に応じない場合など特別重点調査に協力しない場合は、入札

心得書第９条第２項に違反するものであり、入札に関する条件に違反した入札と

してその入札を無効とする。 

 

３ 提出を求める資料等と確認内容 

特別重点調査の調査の実施に当たり、次の各号に掲げる資料等の提出をするも

のとする。 

なお、必要な様式については、防衛省のホームページを参照するものとする。 

 



(1) 当該価格で入札した理由（様式１） 

直接工事費、共通仮設費、現場管理費又は一般管理費等の各費目別に、労務

費、手持ち工事の状況、契約対象工事現場と当該入札者の事務所・倉庫等との

関係、手持ち資材の状況、手持ち機械の状況、下請予定業者の協力等の面から、

入札した価格で施工可能である具体的理由。 

 

(2) 積算内訳書（様式２－１、様式２－２、様式２－３、様式３） 

ア 数量総括表に対応する積算内訳書となっていること（指定の数量によって

積算されていること。）。 

イ 設計図書での要求事項を理解して見積もりを行っていること。 

ウ 指定の工法によって施工することとしていること（工法の指定のない場合

は、入札者の工法に安全性等の点で問題がないこと。）。 

エ 発注者が支払う請負代金から支弁することを予定している費用か否かにか

かわらず、施工に当たって必要となるすべての費用を計上していること。 

オ 積算に下請予定業者や納入予定業者等の見積書の内容が反映され、計数的

な根拠のある合理的かつ現実的な積算内訳書となっていること（原則、取引

等の実績を求めること。）。 

カ 現場管理費に、租税公課、保険料、従業員給与手当、法定福利費（社会保

険料や労働保険に要する費用をさす。）、外注経費などを適切に計上してい

ること。 

このうち、様式５に記載する技術者及び様式１４－４に記載する自社社員

の交通誘導員に係る従業員給与手当及び法定福利費については、その他の費

用と区別して計上していること。 

また、その従業員給与手当の金額が最低賃金法（昭和３４年法律第１３７

号）に定める最低賃金額（以下「最低賃金額」という。）以上であり、かつ、

これらの者が過去３月以内に支払を受けた実績のある賃金の額に基づいてい

るなど、合理的かつ現実的な見積もりであるとともに、法定福利費の金額が

法定額以上となっていること。 

キ 一般管理費等に、法定福利費、修繕維持費、事務用品費、通信交通費、動

力用水光熱費、地代家賃、減価償却費、租税公課、保険料、契約保証費など

を適切に計上していること。 

ク 自社労務者に係る費用は直接工事費に、また、自社の現場管理職員（技術

者等）及び自社の交通誘導員に係る費用は現場管理費にそれぞれ計上されて

おり、一般管理費等には計上していないこと。 

ケ 契約対象工事の施工に要する費用の額を下回る額で入札した場合において、

その下回る額を不足額として当該工事の一般管理費等に計上していること。 

 

(3) 下請予定業者等一覧表（様式４） 

ア 下請予定業者、資材購入予定先及び機械リース会社が具体的に予定されて

いること。 



また、自社保有の社員、資機材等を活用する場合についても、具体的に予

定されていること。 

イ 下請予定業者が押印した見積書の金額が積算内訳書に正しく反映されてい

ること。 

また、下請予定業者の見積書に係る各経費内訳（機械経費、労務費、材料

費及びその他費用）ごとの金額が、過去１年以内に下請業者として施工した

実績のある同様の工事における金額以上であることなど合理的かつ現実的な

ものであること。 

 

(4) 配置予定技術者名簿（様式５） 

配置予定の主任技術者又は管理技術者（同一の要件を満たす技術者を含む。）

及び現場代理人について、次の点を確認すること。 

ア 他の手持ち工事の状況との関係も考慮した上で契約対象工事に実際に配置

できること。 

イ 自社社員であり、かつ、契約対象工事の入札公告後に入社した者でないこ

と。 

ウ それぞれに必要な資格を有すること。 

 

(5) 手持ち工事状況（様式６－１、様式６－２） 

ア 記載された手持ち工事が実在するものであること。 

イ 当該工事の資材保管場所が近距離にあること、当該工事と同種又は同類の

工事と資機材を共通調達できること等により縮減できるものとする契約対象

工事の工事費の各費目別の金額が、過去の実績に基づく額であるなど合理的

かつ現実的なものであること。 

 

(6) 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（様式７） 

ア 記載された事務所、倉庫等を所有し、又は賃借していること。 

イ 当該事務所、倉庫、資材保管場所等が近距離に存在することにより縮減で

きるものとする営繕費、資機材の運搬費、通信交通費、事務用品費など契約

対象工事の経費が、計数的に合理的な見積もりとなっていること。 

 

(7) 手持ち資材の状況（様式８－１） 

ア 記載された手持ち資材を保有していること、当該資材が工事の品質確保に

必要な基準水準を満たすこと及び当該資材を契約対象工事で使用する予定で

あること。 

イ 調達時の単価等の原価が適切に見積もられていること（手持ち資材の活用

による資材費の低減が可能であること。）。また、繰り返しの使用を予定す

る備品等については、摩耗や償却を適切に見込んだ原価となっていること。 

 

 



(8) 資材購入予定先一覧（様式８－２） 

ア 他社から購入を予定している場合 

(ｱ) 購入予定業者から納入を受ける予定の資材が工事の品質確保に必要な規

格水準を満たすこと及びその単価が当該業者によって過去１年以内に販

売された実績のある単価以上であるなど合理的かつ現実的なものである

こと（他社からの購入による資材費の低減が可能であること。）。 

(ｲ) 購入予定業者と入札者の関係が記載のとおり存在すること。 

イ 自社製品の活用を予定している場合 

(ｱ) 自社において記載された資材を製造していること、当該資材が工事の品

質確保に必要な規格水準を満たすこと及び当該資材を契約対象工事で使

用する予定であること。 

(ｲ) 記載された単価が、自社の製造部門が過去１年以内に第三者と取引した

販売実績額又は製造原価以上であるなど合理的かつ現実的なものである

こと（自社製品の活用による資材費の低減が可能であること。）。 

 

(9) 手持ち機械の状況（様式９－１） 

ア 記載された手持ち機械を保有していること及び当該機械を契約対象工事で

使用する予定であること。 

イ 契約対象工事で使用可能な管理状態にあること。 

ウ 手持ち機械の使用に伴う原価が減価償却や固定資産税等を含み、適切に見

積もられていること（手持ち機械や減価償却終了の機械の活用による機械経

費の低減が可能であること。）。 

 

(10) 機械リース元一覧（様式９－２） 

ア 他社からリースを予定している場合 

(ｱ) 機械リース予定会社からリースを受ける予定単価が、当該業者が過去１

年以内にリースした実績のある単価以上であるなど合理的かつ現実的な

ものであること（機械リース予定会社からのリースによる機械経費の低

減が可能であること。）。 

(ｲ) 機械リース予定会社と入札者の関係が記載のとおり存在すること。 

イ 自社の機械リース部門からリースを予定している場合 

(ｱ) 自社の機械リース部門において記載された機械を保有していること及び

当該機械が契約対象工事にリース可能であること。 

(ｲ) 記載された単価が自社の機械リース部門が過去１年以内に第三者にリー

スした実績額又は原価以上の単価であるなど合理的かつ現実的なもので

あること。 

 

(11) 労務者の確保計画（様式１０－１） 

ア 自社労務者を充てる場合 

(ｱ) 記載された者が自社社員であること。 



(ｲ) 資格の保有が必要な職種に充てようとする者については、その者が必要

な資格を有していること。 

(ｳ) 労務単価が最低賃金法に定める最低賃金額（以下「最低賃金額」とい

う。）以上であり、かつ、過去３か月以内に支払った実績のある賃金の

額以上の金額を計上しているなど合理的かつ現実的な見積もりであるこ

と（自社社員の活用による労務費の低減が可能であること。）。 

イ 下請予定業者による労務者の確保を予定する場合 

(ｱ) 下請予定業者と入札者の関係が記載のとおり存在すること。 

(ｲ) 労務単価が最低賃金法に定める最低賃金額以上であり、かつ、下請予定

業者が過去１年以内に施工した実績のある同様の工事における労務単価

以上であるなど合理的かつ現実的なものであること。 

 

(12) 工種別労務者配置計画（様式１０－２） 

労務者の確保計画と整合がとれており、適切な施工が可能な工種別の労務者

配置計画となっていること。 

 

(13) 建設副産物の搬出地（様式１１） 

ア 記載された搬出計画が関係法令を遵守したものであり、かつ、仕様書等で

要求している要件に適合していること。 

イ 記載された受け入れ価格が、建設副産物の受入れ予定会社が過去１年以内

に建設副産物を受け入れた実績のある単価以上の金額であるなど合理的かつ

現実的なものであること。 

 

(14) 建設副産物の搬出及び資材等の搬入に関する運搬計画書（様式１２） 

ア 建設副産物及び資材等の運搬計画が関係法令を遵守したものであり、かつ、

発注仕様書等で要求している要件に適合していること。 

イ 記載された運搬予定者への支払予定額が、運搬予定者が過去１年以内に取

り扱った実績のある単価以上の金額であるなど合理的かつ現実的なものであ

ること。 

 

(15) 品質確保体制（品質管理のための人員体制）（様式１３－１） 

ア 「諸費用」の「見込額」に記載した金額を入札者（元請）が負担する場合

において「計上した工種等」に記載された費目に、「見込額」に記載された

金額が計上されていること。 

イ 「諸費用」の「見込額」に記載された金額を下請予定業者が負担する場合

において、「見込額」に記載された金額が、下請予定業者の過去１年以内の

取引実績のある単価以上の金額であるなど合理的かつ現実的なものであるこ

と。 

ウ 「諸費用」の「技術者単価」の欄に記載した金額が、最低賃金額以上であ

り、かつ、それを入札者（元請）が負担する場合にあっては、「氏名」の欄



に記載した者が過去３月以内に支払を受けた実績のある賃金の額に基づいた

ものであり、下請予定業者が負担する場合にあっては、下請予定業者が過去

１年以内に「実施事項」欄の内容と同様の品質管理体制を確保した実績のあ

る技術者単価以上であるなど合理的かつ現実的なものであること。 

エ 入札説明書、仕様書等で要求している要件に適合していること。 

 

(16) 品質確保体制（品質管理計画書）（様式１３－２） 

ア 「諸費用」の「見込額」に記載された金額を入札者（元請）が負担する場

合において、「計上した工種等」に記載された費目に、「見込額」が記載さ

れた金額が計上されていること。 

イ 「諸費用」の「見込額」に記載された金額を下請予定業者が負担する場合

において、「見込額」に記載された金額が、下請予定業者の過去１年以内の

取引実績のある単価以上の金額であるなど合理的かつ現実的なものであるこ

と。 

ウ 入札説明書、仕様書等で要求している要件に適合していること。 

 

(17) 品質確保体制（出来形管理計画）（様式１３－３） 

ア 「諸費用」の「見込額」に記載された金額を入札者（元請）が負担する場

合において、「計上した工種等」に記載された費目に、「見込額」に記載さ

れた金額が計上されていること。 

イ 「諸費用」の「見込額」に記載された金額を下請予定業者が負担する場合

において、「見込額」に記載された金額が、下請予定業者の過去１年以内の

取引実績のある単価以上の金額であるなど合理的かつ現実的なものであるこ

と。 

ウ 入札説明書、仕様書等で要求している要件に適合していること。 

 

(18) 安全衛生管理体制（安全教育等）（様式１４－１） 

ア 「諸費用」の「見込額」に記載された金額を入札者（元請）が負担する場

合において、「計上した工種等」に記載された費目に、「見込額」に記載さ

れた金額が計上されていること。 

イ 「諸費用」の「見込額」に記載された金額を下請予定業者が負担する場合

において、「見込額」に記載された金額が、下請予定業者の過去１年以内の

取引実績のある単価以上の金額であるなど合理的かつ現実的なものであるこ

と。 

ウ 入札説明書、仕様書等で要求している要件に適合していること。 

 

(19) 安全衛生管理体制（点検計画）（様式１４－２） 

ア 「諸費用」の「見込額」に記載された金額を入札者（元請）が負担する場

合において、「計上した工種等」に記載された費目に、「見込額」に記載さ

れた金額が計上されていること。 



イ 「諸費用」の「見込額」に記載された金額を下請予定業者が負担する場合

において、「見込額」に記載された金額が、下請予定業者の過去１年以内の

取引実績のある単価以上の金額であるなど合理的かつ現実的なものであるこ

と。 

ウ 「諸費用」の「技術者単価」の欄に記載した金額が、最低賃金法に定める

最低賃金額以上であり、かつ、それを入札者（元請）が負担する場合にあっ

ては、「点検実施者」の欄に記載した者が過去３月以内に支払を受けた実績

のある賃金の額に基づいたものであり、下請予定業者が負担する場合にあっ

ては、下請予定業者が過去１年以内に「点検対象」、「対象区間」及び「時

期・頻度」の各欄に記載の内容と同様の安全衛生管理体制を確保した際の実

績のある技術者単価以上であるなど合理的かつ現実的なものであること。 

エ 仕様書等で要求している要件に適合していること。 

 

(20) 安全衛生管理体制（仮設設置計画）（様式１４－３） 

ア 「諸費用」の「見込額」に記載された金額を入札者（元請）が負担する場

合において、「計上した工種等」に記載された費目に、「見込額」に記載さ

れた金額が計上されていること。 

イ 「諸費用」の「見込額」に記載された金額を下請予定業者が負担する場合

において、「見込額」に記載された金額が、下請予定業者の過去１年以内の

取引実績のある単価以上の金額であるなど合理的かつ現実的なものであるこ

と。 

ウ 仕様書等で要求している要件に適合していること。 

 

(21) 安全衛生管理体制（交通誘導員設置計画）（様式１４－４） 

ア 自社社員を交通誘導員に充てる場合 

(ｱ) 単価が最低賃金法に定める最低賃金額以上であること。 

(ｲ) 単価の見積りが交通誘導員への支払給与の直近３ヶ月の実績額以上でさ

れていることなど合理的かつ現実的なものであること。 

イ 派遣会社から交通誘導員の供給を受けることを予定する場合 

(ｱ) 単価が最低賃金法に定める最低賃金額以上であること。 

(ｲ) 単価の当該交通誘導員の派遣会社が過去１年以内に交通誘導員を派遣し

た実績のある単価以上であるなど合理的かつ現実的なものであること。 

ウ 交通規制方法に応じて必要な人数の交通誘導員を配置する計画となってい

ること。 

エ 仕様書等で要求している要件に適合していること。 

 

(22) 誓約書（様式１５） 

ア 入札者の申込みに係る価格が入札者の積算における工事の施工に要する費

用の額を下回る場合に、その下回る額を自社の本社経費等から契約対象工事

の一般管理費等に確実に計上することによって、入札者が落札契約後に下請



予定業者や資機材納入業者等の見積金額を故なく減額するなど下請予定業者

等にしわ寄せをし、手抜き工事を誘発することのないよう、その旨を代表取

締役が誓約した書面を提出していること。 

イ 入札者の申込みに係る価格が入札者の積算における工事の施工に要する費

用の額を下回る場合に、その下回る額を自社で負担するための財源の確保方

法が具体的に確認できること。 

特に、当該下回る額（当該年度において、契約対象工事以外の防衛省発注

の建設工事に関し、低入札価格調査を経て、入札者の積算における施工に要

する費用の額を下回る価格で受注した経歴を有する者にあっては、その下回

る価格の合計額と契約対象工事に係る下回る額との合計）が前年度の営業利

益金額を上回るときは、より確実な財源の確保方法が具体的に確認できるこ

と。 

 

(23) 施工体制台帳（様式１６） 

施工体制が適切であること。 

 

(24) 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（様式１７) 

過去５年間の施工工事で低入札価格調査の対象となったもの。 

 

(25) 補足 

本調査の細部については、「低入札価格調査制度対象工事に係る特別重点調

査の運用について（通知）」（防整施第７１２３号２８．３．３１）（以下

「通知」という。）に定めるところによる。 

なお、工事等に係る防衛省所管契約事務取扱細則第２５条第１項に規定する

基準の取扱いに関する細部事項について（防整施第７１２２号。２８．３．３

１）別紙第２０号に該当する工事については、通知別紙第１項に定める調査価

格の算定は、次による。 

「低入札価格調査対象者の申し込みに係る価格の積算内訳」及び「予定価格

の積算内訳」の費用の額のうち、「直接工事費の額」は直接工事費から１０分

の１（昇降機等の場合５分の１）を減じた額とし、「現場管理費の額」は、現

場管理費に直接工事費から減じた直接工事費の１０分の１（昇降機等の場合５

分の１）を加えた額として、特別重点調査の実施を判定する。 

  



様式１

当該価格で入札した理由



様式２－１(Ａ)

積算内訳書(兼)コスト縮減算定調書①

工事名

VE提案等による
工事区分・工種・種別 単位 数量 金額(円) 縮減額(円) 備 考

記載例：掘削工 ㎡ 1,000 2,300,000 200,000 ﾘｻｲｸﾙ材の活用

直接仮設費

共通仮設費

共通仮設費

純工事費

現場管理費

工事原価

一般管理費

工事価格



様式２－１(Ｂ)

積算内訳書(兼)コスト縮減算定調書①

工 事 名 ：

(種目別内訳)

VE 提案等によ
名 称 摘 要 数 量 単位 金額(円) る 備 考

縮減額(円)

記載例：

(直接工事費)

Ⅰ．庁 舎 新築 １ 式 ○○○,○○○

Ⅱ．囲 障 新設 １ 式 ○○○,○○○

Ⅲ．構内鋪装 新設 １ 式 ○○○,○○○

計 ○○○,○○○

(共通費)

共通仮設費 １ 式 ○○○,○○○

現場管理費 １ 式 ○○○,○○○

一般管理費等 １ 式 ○○○,○○○

計 ○○○,○○○

合計 ○○○,○○○

(科目別内訳)

VE 提案等によ
名 称 摘 要 数 量 単位 金額(円) る 備 考

縮減額(円)

Ⅰ．庁 舎

１．直接仮設 １ 式 ○○○,○○○

２．土工 １ 式 ○○○,○○○

３．地業 １ 式 ○○○,○○○

４．鉄筋 １ 式 ○○○,○○○

計 ○○○,○○○



様式２－２(A)

内訳書に対する明細書(兼)コスト縮減算定調書②
工事区分・工種・ 単 価 金 額 VE 提案等によ
種別・細目 規格 単位 数 量 (円) (円)

る 備 考

縮減額(円)

記載例：

掘削工
様式３

土砂(1) 購入 m3 800 2,500 2,000,000 200,000 ｺｽﾄ縮減票
(1)参照

土砂(2) 流用土 m3 200 1,500 300,000



様式２－２(Ｂ)

内訳書に対する明細書(兼)コスト縮減算定調書②

(細目別内訳)

単 価 金 額 VE 提案等によ
名 称 摘 要 数 量 単位 (円) (円)

る 備 考

縮減額(円)

記載例：

４．鉄筋

(1)躯体

異形鉄筋 SD295A、D10 ○○ ｔ ○○○,○○○

異形鉄筋 SD295A、D13 ○○ ｔ ○○○,○○○

異形鉄筋 SD345、D22 ○○ ｔ ○○○,○○○

鉄筋加工組立 SD345、D25 ○○ ｔ ○○○,○○○

計 ○○○,○○○



様式２－３

一般管理費の内訳書

契約対象工事名

費目・項目 金額（円） 備 考

一般管理費

・・・・・

・・・・・

・・・・・

法定福利費

維持修繕費

事務用品費

通信交通費

動力用水光熱費

地代家賃

減価償却費

租税公課

保険料

契約保証費

・・・・・

・・・・・



様式３

ＶＥ提案等によるコスト縮減額調書

コスト縮減票(1)土砂・発生材 縮減額 (円 )： 2,000,000-

(概要 ) 記載例

Ａで完了した工事発生土を活用し、コスト縮減

○Ａ を図る。

○Ｂ 購入土 ○×△△＝▲▲▲ (単価○○円／ m3)

発生土 ◇×▲▲＝□□□ (単価○○円／ m3)

◆◆ m3 を削減

コスト縮減票(2)



様式４

下請予定業者等一覧表

発注者名 自 年 月

工事名称
工期

至 年 月
請負金額(税込み)

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

会社名 会社名 会社名

下 経費内訳 下 経費内訳 下 経費内訳

請 資材 円 請 資材 円 請 資材 円

工 機械 円 工 機械 円 工 機械 円

事 労務 円 事 労務 円 事 労務 円

その他 円 その他 円 その他 円

請負金額(税込) 円 請負金額(税込) 円 請負金額(税込) 円

工期 年 月 日～ 年 月 日 工期 年 月 日～ 年 月 日 工期 年 月 日～ 年 月 日

担当工事内容 担当工事内容 担当工事内容

会社名 会社名 会社名

下 経費内訳 下 経費内訳 下 経費内訳

請 資材 円 請 資材 円 請 資材 円

工 機械 円 工 機械 円 工 機械 円

事 労務 円 事 労務 円 事 労務 円

その他 円 その他 円 その他 円

請負金額(税込) 円 請負金額(税込) 円 請負金額(税込) 円

工期 年 月 日～ 年 月 日 工期 年 月 日～ 年 月 日 工期 年 月 日～ 年 月 日

納入内容 リース機械 納入内容
資

会社名
機

会社名
労

会社名 自社労務
材

代金額(税込)
械

代金額(税込)
務

代金額(税込)

納期 年 月 日～ 年 月 日 工期 年 月 日～ 年 月 日 工期 年 月 日～ 年 月 日

納入内容 リース機械 納入内容
資

会社名
機

会社名 会社名 自社労務
材

代金額(税込)
械

代金額(税込) 代金額(税込)

納期 年 月 日～ 年 月 日 工期 年 月 日～ 年 月 日 工期 年 月 日～ 年 月 日

納入内容 リース機械 納入内容
資

会社名
機

会社名 会社名 自社労務
材

代金額(税込)
械

代金額(税込) 代金額(税込)

納期 年 月 日～ 年 月 日 工期 年 月 日～ 年 月 日 工期 年 月 日～ 年 月 日



様式５

配置予定技術者名簿

区 分 氏 名 資 格 取得年月日
免許番号
交付番号

監理技術者 ○○ ○○ 一級土木施工管理技士 H5.6.1 第 123456号
監理技術者資格者証 H8.7.1

主任技術者

現場代理人



様式６－１

手持ち工事の状況（対象工事現場付近）

工 事 名
発注者名 工 期 金 額 備 考

(工事地先名)

○○工事 (元請、下請の別)
(□□市○○大字△△地先)

【経費削減可能額及びその計数的根拠】

【経費削減可能額及びその計数的根拠】

【経費削減可能額及びその計数的根拠】

【経費削減可能額及びその計数的根拠】



様式６－２

手持ち工事の状況（対象工事関連）

工 事 名
発注者名 工 期 金 額 備 考

(工事地先名)

○○工事 (元請、下請の別)
(□□市○○大字△△地先)

【経費削減可能額及びその計数的根拠】

【経費削減可能額及びその計数的根拠】

【経費削減可能額及びその計数的根拠】

【経費削減可能額及びその計数的根拠】



様式７

契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係



様式８－１

手持ち資材の状況

品名 規格･型式 単位 手持ち数量 本工事での使用予定量 単価(原価) 調達先(時期)



様式８－２

資材購入予定先一覧

工 種 品 名 単 数 単
購 入 先 名

種 別 規 格 位 量 価 業者名 所在地
入札者との関係
(取引年数)



様式９－１

手持ち機械の状況

工種･種別 機械名称 規格･型式･能力･年式 単位 数量 ﾒｰｶｰ名
単価 専属的使用
(原価) 予定日数



様式９－２

機械リース元一覧表

規格･型式･ 単価
ﾘｰｽ元名

工種･種別 機械名称
能力･年式

単位 数量 ﾒｰｶｰ名
(原価) 入札者との関係

(取引年数)



様式１０－１

労務者の確保計画

工 種 職 種
労務単価 員 数 下請会社名等
(円) (人) (取引年数)

土 工 普通作業員 200(100) 同族会社
(株)○○(□□年)

配管工 配管工･普通作業員 120(80) □会
(株)△△(□□年)



様式１０－２

工種別労務者配置計画

配 置 予 定 人 数

工種 種別 計

世話役 普通作業員 特殊作業員 配管工 電工 運転手 ・・・・ ・・・・



様式１１

建設副産物の搬出先

建設副産物
数量

受入れ予定箇所 受入れ会社
受入れ価格 運搬距離

備考
(m3) (単価) (㎞)



様式１２
建設副産物の搬出及び資材等の搬入に関する運搬計画書

規格・ 単 使用予定量 受入れ予定箇所 運搬距離
運搬予定者へ

品 名 運搬予定者
型式 位

数量
(台数) 又は工事理由 (㎞)

の支払予定額 備 考
(円 /日･台当たり)

○○ ○○建設 Dt10t m3 1,000 182 台 ○○処分場 2 ㎞ 4,000

○○殻 ○○運搬 Dt10t m3 100 24 台 ○○再処理施設 25 ㎞ 40,000

矢板 ○○運輸 Dt10t m3 30 8 台 仮囲いの設置 15 ㎞ 25,000

･････ ･････ ･････ ･･･ ･･･ ･････ ･････ ･････ ･････



様式１３－１
品質確保体制(品質管理のための人員体制)

区分(元 会社名
実 施 事 項 諸 費 用

請･下請) 立 場 所属 氏 名 資 格 備 考
実施内容 実施方法 頻 度 対 象

費用計上 費用負担 計上した
見込額

技術者単価
数量

の有無 (元請･下請) 工種等 (千円)

元請 品質証明員 (株)○○建設 ○○ ○○ ･技術士(建設部門) ①協力会社への品質 ①講習会の実施 ①工事着手前(各 ①協力会社の ①協力会社
○○支店 ･土木施工管理 1級 管理に係る指導 ②立会･書面による 工種) 主任技術者･職 有 下請 ○千円 ○日 の主任技術

②品質･出来形の社 確認 ②社内検査基準 長 者･職長
内検査 に基づき実施



様式１３－２
品質確保体制(品質管理計画書)

品 質 管 理 項 目 諸 費 用 試験実施(委託)者 品質管理責任者

施工箇所 工 種 備考

試験項目 試験方法
試験時期 基準及び 外部委託 費用計上

費用内容
費用負担 計上した

見込額
単価

数量
元請･下 会社名

立 場 責任者
会社名

立 場
試験結果

(実施頻度) 規格値 の有無 の有無 (元請･下請) 工種等 (千円) 請区分 所属 所属 確認方法

橋梁下部工 橋梁下部工 単位水量試験 電子レンジ法 1回/日 ○○○要領 有 有 試験費 下請 現場管理費 4千円 ○回 下請 (有)○○ 主任技術者 ○○○○ (株)○○建設 品質証明員 1 回/週試験実施会社に

(A1～ A5) (午前･午後) による ○○支店 おいて立会(左記以外は

書面確認)



様式１３－３
品質確保体制(出来形管理計画書)

出 来 形 管 理 項 目 諸 費 用 検査実施(委託)者 出来形管理責任者

施工箇所 工 種 備考

試験項目 試験方法
試験時期 基準及び 外部委託 費用計上

費用内容
費用負担 計上した

見込額
単価

数量
元請･下 会社名

立 場 責任者
会社名

立 場
試験結果

(実施頻度) 規格値 の有無 の有無 (元請･下請) 工種等 (千円) 請区分 所属 所属 確認方法

橋梁下部工 橋梁下部工 基準高 測量 橋梁下部工完成 出来形管理基 有 有 試験費 測量(委託) 現場管理費 ○千円 ○回 元請 (株)○○ 主任技術者 ○○○○ (株)○○建設 品質証明員 ･A1については立会

(A1～ A5) 後 準による 建設 ○○支店 ･上記以外の橋脚につい

ては書面検査



様式１４－１
安全衛生管理体制(安全衛生教育等)

実施頻度及び
実 施 責 任 者 参加予定者 諸 費 用

実施事項 実施内容
所要時間

適用法令等 備考

元請･下請 会社名
立場 元請 下請

費用計上
費用内容

費用負担 計上した
見込額

単価
数量

区分 所属 の有無 (元請･下請) 工種等 (千円)

安全・訓練 ･安全活動のビデオ等による教育 毎月 半日以上 元請 (株)○○ 元方安全責任者 全員 全員 有 ①外部講師 元請 現場管理費 ①○千円 ○回

･当該工事内容等の周知徹底 (全 4回) ②○千円

･安全・訓練等としての必要な事項 ②資料印刷費

(全 12回)



様式１４－２
安全衛生管理体制(点検計画)

点 検 実 施 者 諸 費 用
点検項目 点検対象 対象区間 時期・頻度 適用法令等 備考

元請･下請 会社名
立場

費用計上 費用負担 計上した
見込額

技術者単価
数量

区分 所属 の有無 (元請･下請) 工種等 (千円)

足場点検 手すり先行足場 橋梁下部 設置後 下請 (株)○○ 足場管理責任者 有 下請 ○千円 ○日 安衛法○条○項
(P1～ P6) 作業開始前 安衛則○条

(毎日) ･･･ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(H ○．
○)



様式１４－３
安全衛生管理体制(仮設設置計画)

仮 設 設 置 者 管理責任者 諸 費 用
施工箇所 仮設備の内容 数量・単価 設置期間 適用法令等 備考

元請･下請 会社名 自社･ 元請･下請 会社名
立場

費用計上 費用負担 計上した工
見込額

単価
区分 所属 ﾘｰｽ区分 区分 所属 の有無 (下請･元請) 種等 (千円)

足場点検 手すり先行足場 橋梁下部 下請 (株)○○ ﾘｰｽ 下請 (株)○○ 有 元請 共通仮設費 ○千円 安衛法○条○項
(P1～ P6) H○.○ ～ H○.○ 安衛則○条

･･･ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(H ○．
○)



様式１４－４
安全衛生管理体制(交通誘導員配置計画)

実施内容 配置期間 員数 所属会社名
費用負担 単価

数量 配置図
(元請・下請) (千円)

Ａ工区交通規制(片側 2車線) H○.○.○～ H○.○.○ ２人 元請 ○日 図○



様式１５

誓 約 書

当社が下記工事の入札において申込みを行った金額は、積算内訳書に示すとおり、

施工に要する費用の額を下回っています。

その不足額に相当する金額○○○円は、当社が契約の相手方となったときは、当

社が本社経費等から当該工事の実行予算における一般管理費等に計上した上で執行

することとし、下請予定業者や資材納入予定業者などの見積金額を故なく減額する

など下請予定業者等にしわ寄せすることは致しません。

また、工事の施工に当たっては、品質、安全等の確保に万全を期し、粗雑工事は

行いません。

記

１ 契約対象工事名

２ 申込みに係る金額（税込み）

３ 契約対象工事の施工に要する費用の額（税込み）

４ 不足額に相当する金額を自社で負担するための財源の確保方法

５ ３の額を下回る金額で受注しようとする理由

会計機関名

役職 氏名 殿

平成 年 月 日

社名

代表取締役 氏名 印

215190
長方形

215190
長方形



様式１６
年 月 日

施工体制台帳
【会 社 名】
【事業所名】

許 可 業 種 許 可 番 号 許可（更新）年月日

建設業 工事業
大臣 特定

第 号 年 月 日
の許可

知事 一般

工事業
大臣 特定

第 号 年 月 日
知事 一般

工事名称

及び工事

内 容

発注者名 〒
及び住所

工 期
自 年 月 日

契約日 年 月 日
至 年 月 日

区 分 名 称 住 所

契 約
営業所

元請契約

下請契約

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

健 康 保
保険加入

険 等 の
の有無 加入 未加入 加入 未加入 加入 未加入

加 入 状
適用除外 適用除外 適用除外

況
区分 営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

事務所
整理記号等 元請負契約

下請負契約

発注者の監督 権限及び意見
員 名 申 出 方 法

監 督 員 名
権限及び意見
申 出 方 法

現 場 権限及び意見
代 理 人 名 申 出 方 法

監理技術者名
資 格 内 容

主任技術者名

専 門 専任 専 門
技 術 者 名 非専任 技 術 者 名

資 格 内 容 資 格 内 容

担 当 工 事 担 当 工 事
内 容 内 容

外国人建設就労者の 外国人技能実習生の
有 無 有 無

従事の状況（有無） 従事の状況（有無）



(記入要領)
１ 上記の記載事項が下請負契約書に記載ある場合は、その写しを添付することにより記載を省
略することができる。

２ 監理技術者の配置状況について「専任・非専任」のいずれかに◯印をつけること

３ 専門技術者には、土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門工事を施
工するために必要な主任技術者資格者を記載する。(監理技術者が専門技術者としての資格を
有する場合は専門技術者を兼ねることができる。)

４ 健康保険等の加入状況の記入要領は次の通り
① 各保険の適用を受ける営業所について、届出を行っている場合には「加入」、行っていな
い場合（適用を受ける営業所が複数あり、そのうち一部について行っていない場合を含む）
は「未加入」に○印を付けること。元請契約又は下請契約に係る全ての営業所で各保険の適
用が除外される場合には「適用除外」に○印を付けること。

② 元請契約欄には元請契約に係る営業所について、下請契約欄には下請契約に係る営業所に
ついて記載すること。なお、元請契約に係る営業所と下請契約に係る営業所が同一の場合に
は、下請契約の欄に「同上」と記載すること。

③ 健康保険の欄には事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合については組合名）を記
入すること。一括適用の承認に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載
すること。

④ 厚生年金保険の欄には、事業所整理記号及び事業所番号を記載すること。一括適用の承認
に係る営業所の場合は、本店の整理記号及び事業所番号を記載すること。

⑤ 雇用保険の欄には、労働保険番号を記入すること。継続委事業の一括の認可に係る営業所
の場合は、本店の労働保険番号を記載すること。

５ 外国人建設就労者の場合の記入要領は次のとおり。
① 外国人技能実習生が当該工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」を
○で囲む。

② 外国人建設就労者、建設工事に従事する場合は「有」、従事する予定がない場合は「無」を
○で囲む。



施工体制台帳( 次下請負人に関する事項)

会 社 名 代表者名

住 所
電話番号

工事名称及 〒
び工事内容 （ － － ）

自 年 月 日
工 期 契約日 年 月 日

至 年 月 日

施工に必要な許可業種 許 可 番 号 許可（更新）年月日

建 設 業 工事業
大臣 特定

第 号 年 月 日
の 許 可

知事 一般

工事業
大臣 特定

第 号 年 月 日
知事 一般

健康保険 厚生年金保険 雇用保険

健 康 保
保険加入

険 等 の
の有無 加入 未加入 加入 未加入 加入 未加入

加 入 状
適用除外 適用除外 適用除外

況
区分 営業所の名称 健康保険 厚生年金保険 雇用保険

事務所
整理記号等 元請負契約

下請負契約

現場代理人名 安全衛生責任者名

安全衛生推進者名
権限及び意見
申 出 方 法

雇用管理責任者名

主任技術者名
専 任
非専任 専門技術者名

資 格 内 容 資 格 内 容

担当工事内容

外国人建設就労者の 外国人技能実習生の
有 無 有 無

従事の状況（有無） 従事の状況（有無）

※[主任技術者・専門技術者の記入要領]
１ 主任技術者の配属状況について[専任・非専任]のいずれかに○印を付すこと。
２ 専門技術者には土木・建築一式工事を施工する場合等でその工事に含まれる専門
工事を施工するために必要な主任技術者を記載する。(一式工事の主任技術者が専
門工事の主任技術者としての資格を有する場合は専門技術者を兼ねることができ
る。)
複数の専門工事を施工するために複数の専門技術者を要する場合は適宜欄を設け

て全員を記載する。
３ 主任技術者の資格内容(該当するものを選んで記入する。)

①経験年数による場合



様式１７

過去に施工した同種の公共工事名及び発注者

低入札価格 工事成
発 注 者 工 事 名 工 期 予定価格 落札価格 調査対象の 績評定

有無 点



工事に係る見積心得書 

 

この心得は、部隊発注工事の業者見積業務の基準として適用するものとし、細部

は、契約担当官の指示による。 

 

（目的） 

第１条 見積書を徴収して随意契約により契約を行う場合の見積その他の取扱いに

ついては、会計法（昭和２２年法律第３５号）、予算決算及び会計令（昭和２２

年勅令第１６５号。以下「予決令」という。）［、国の物品等又は特定役務の調

達手続の特例を定める政令（昭和５５年政令第３００号）］、契約事務取扱規則

（昭和３７年大蔵省令第５２号）［、国の物品等又は特定役務の調達手続の特例

を定める省令（昭和５５年大蔵省令第４５号）］、防衛省所管契約事務取扱細則

（平成１８年防衛庁訓令第１０８号）その他の法令に定めるもののほか、この心

得書の定めるところによるものとする。 

［注：［ ］は、当該契約が国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政

令第３条第１項に規定する特定調達契約に該当する場合に適用する。］ 

 

（見積等） 

第２条 見積書を提出することができる者（以下「見積者」という。）は、契約担

当官等（防衛省所管契約事務取扱細則第２条に規定する契約担当官等をいう。以

下同じ。）から見積依頼を受けた者若しくはその代理人のみとする。 

２ 別記様式第１及び別記様式第２については、契約担当官等が指定した期日まで

に、別記様式第３については、見積書提出前までに持参又は郵送（書留郵便に限

る。）若しくは託送（書留郵便と同等のものに限る。）（以下「郵送等」とい

う。）により提出するものとする。 

３ 見積者は、仕様書、図面、標準契約条項等（以下「仕様書等」という。）及び

現場（やむを得ず立ち入れない場合を除く。）等を熟覧の上、見積しなければな

らない。 

４ 見積者は、別記様式第６により見積書を作成し、見積件名、見積日時及び商号

又は名称を表記した封筒に入れて封かんの上、見積書提出締切時刻までに提出し

なければならない。郵送等による見積が認められている場合において、郵送等に

より見積書を提出する場合は、発送後速やかに見積依頼書において指定した担当

部署に電話連絡するものとする。 

５ 見積者は、一度提出した見積書の引き替え、変更又は取消しをすることができ

ない。 

 

（見積参加の取りやめ） 

第３条 見積参加者は、見積書を提出するまでは、いつでも見積参加を取りやめる

ことができる。予定価格の制限の範囲内の価格をもって見積書を提出したものが

いないときに再度の見積を行う場合も、また同様とする。 



２ 見積者は、見積を辞退するときは、見積辞退届（別記様式第７）を契約担当官

等に持参し、若しくは郵送等により提出するものとする。ただし、これによるこ

とができない場合は、その旨を明記した見積書を提出するものとする。 

３ 見積参加を取りやめた者は、これを理由として以後不利益な取扱いを受けるも

のではない。 

 

（公正な見積の確保） 

第４条 見積者は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年

法律第５４号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

２ 見積参加者は見積にあたっては、他の見積参加者と見積意思、見積価格又は見

積書その他の契約担当官等に提出する資料（以下「見積書等」という。）の作成

についていかなる相談も行ってはならず、独自に見積価格を定めなければならな

い。 

３ 見積参加者は契約相手方の決定前に他の見積参加者に対して見積意思、見積書

等を意図的に開示してはならない。 

 

（見積の取りやめ等） 

第５条 見積者が連合し又は不穏の行動をなす等の場合において、見積を公正に執

行することができないと認められるときは、当該見積者を見積に参加させず又は

見積を延期し若しくは取りやめることがある。 

 

（見積の無効） 

第６条 次の各号のいずれかに該当する見積は、無効とする。 

一 見積に参加する資格を有しない者のした見積 

二 見積書の提出期限後に到達した見積 

三 契約担当官等が提出を求めた資料を提出しないもの、虚偽の記載又は不備の

ある資料を提出した者のした見積 

四 委任状を提出しない代理人のした見積 

五 記名押印を欠く見積 

六 金額を訂正した見積 

七 誤字、脱字等により意思表示が不明瞭である見積 

八 明らかに連合によると認められる見積 

九 当該見積について他の見積者の代理人を兼ね、又は２人以上の代理をした者

のした見積 

十 その他見積に関する条件に違反した見積 

２ 開札後、次の各号のいずれかに該当することとなった場合は、当該者のした見

積は無効として取り扱うものとする。 

一 配置予定技術者を配置することができなくなったとき（契約担当官等が配置

予定技術者の変更をやむを得ないとして承認した場合を除く。） 

二 公示等の定めに基づき契約担当官等が専任の監理技術者とは別に配置を求め



る技術者を配置することができないとき 

三 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する業者又はこれに準ずるも

のとして、防衛省発注工事等からの排除要請があったとき 

 

（契約の相手方の決定） 

第７条 見積者が提出した見積金額が、契約担当官等が定めた予定価格の制限の範

囲内である場合に、契約の相手方とする。 

 

（再度見積） 

第８条 前条の予定価格に達した価格の見積がないときは、必要に応じ再度見積を

行う。 

 

（契約の相手方となるべき見積をしたものが２人以上ある場合の契約の相手方の決

定） 

第９条 契約の相手方となるべき見積をした者が２人以上あるときは、契約担当官

等が指定する日時及び場所において、当該見積をした者にくじを引かせて契約者

を決定する。 

２ 前項の場合において、当該見積をした者のうち、くじを引かない者があるとき

は、これに代わって見積事務に関係のない職員にくじを引かせる。 

 

（契約の保証） 

［役務的保証に限定する場合］ 

第１０条 契約の相手方は、契約書案の提出と同時に、契約金額の１０分の１（建

設工事にあって、１件）公共工事履行保証証券による保証（瑕疵担保特約を付し

たものに限る。）を付し、その証券を取扱官庁に提出しなければならない。この

場合の保証金額は、契約金額の１０分の３以上としなければならない。 

 

［役務的保証に限定しない場合］ 

第１１条 契約の相手方は、契約書案の提出と同時に、契約金額の１０分の１（建

設工事にあって、１件につき予定価格が国の物品等又は特定役務の調達手続の特

例を定める政令（昭和５５年政令第３００号）第３条第１項に規定する財務大臣

の定める額以上の契約については、１０分の３）以上の契約保証金又は契約保証

金に代わる担保を納付し又は提供しなければならない。ただし、契約保証金の全

部又は一部を免除された場合は、この限りでない。 

２ 契約の相手方は、前項本文の規定により契約保証金を納付する場合においては、

あらかじめ、現金を取扱官庁の保管金取扱店（日本銀行の本店、支店又は代理店）

に払い込み、保管金領収証書の交付を受け、これに保管金提出書を添えて契約担

当官等に提出しなければならない。 

３ 契約の相手方は、第１項本文の規定により契約保証金に代わる担保が振替国債

である場合においては、あらかじめ政府担保振替国債提供書並びに政府担保振替



国債提供書確認資料を取扱官庁に提出し、当該振替国債の提供を申し出なければ

ならない。また、取扱官庁からこの申出を承認する旨を記載した政府担保振替国

債提供書の交付を受けたときは、当該提供書に記載されている期日までに取扱官

庁の口座に当該振替国債に係る増額の記載又は記録がされるよう、取引先の銀

行・証券会社等に振り替えの申請を行わなければならない。 

４ 契約の相手方は、第１項本文の規定により契約保証金に代わる担保を提供する

場合において、当該担保が銀行等又は公共工事の前払金保証事業に関する法律

（昭和２７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社の保証であ

るときは、当該保証に係る保証書を契約担当官等に提出しなければならない。 

５ 契約の相手方は、第１項ただし書きの規定により契約保証金の納付を免除され

た理由が、公共工事履行保証契約及び履行保証保険契約を締結したことによるも

のであるときは、公共工事履行保証契約にあっては公共工事履行保証証券に係る

証券を、履行保証保険契約にあっては履行保証保険に係る証券を契約担当官等に

提出しなければならない。 

 

（契約書等の提出） 

第１２条 契約の相手方は、契約担当官等から交付された契約書案に記名押印し、

契約の相手方と決定した日の翌日から起算して７日以内（行政機関の休日の関す

る法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項各号に規定する行政機関の休日

を含まない。）に、これを契約担当官等に提出しなければならない。ただし、契

約担当官等の書面による承諾を得て、この期間を延長することができる。 

２ 契約の相手方が前項に規定する期間内に契約書案を提出しないときは、契約の

相手方としての資格を失う。 

 

（仕様書等） 

第１３条 仕様書等は、積算等の目的以外に使用しないものとする。 

 

（異議の申立） 

第１４条 見積者は、見積書提出後、この心得書、仕様書等及び現場等についての

不明を理由として異議を申し立てることができない。 

 

（その他） 

第１５条 不適切な形態による下請契約又は再委託契約により工事又は業務を実施

する等契約当事者相互間の信頼関係を損なうような行為を行ってはならない。 



別記様式第１

平成○年○月○日

委 任 状

受任者

営業所等名

役 職

氏 名

使 用 印 印

私は上記の者を代理人と定め、下記工事（業務）の入札・見積及び契約に関する

権限を委任します。

記

工事名（業務の名称）：

委任者

住 所

商号又は名称

役 職

代表者氏名 印

○○○○○【会計機関名を記載】

役 職 氏 名 殿

215190
長方形

215190
長方形

215190
長方形

215190
長方形

215190
長方形



別記様式第２

平成○年○月○日

年 間 委 任 状

受任者

営業所等名

役 職

氏 名

使 用 印 印

私は上記の者を代理人と定め、貴職発注の工事（業務）について次の権限を委任

します。

記

委任期間（※） 平成 年 月 日から

平成 年 月 日まで

委任事項（例）

１．入札及び見積について

２．契約締結について

３．・・・・・・・・・・

委任者

住 所

商号又は名称

役 職

代表者氏名 印

○○○○○【会計機関名を記載】

役 職 氏 名 殿

※委任期間は、競争参加資格の有効期限を限度とする。

215190
長方形

215190
長方形

215190
長方形

215190
長方形

215190
長方形

215190
長方形



別記様式第３

平成○年○月○日

委 任 状

当社は、○○○○を代理人と定め、下記工事（業務）の入札・見積に関する一切

の権限を委任します。

記

工事名（業務の名称）：

代理人使用印鑑

○○○○○【会計機関名を記載】

役 職 氏 名 殿

住 所

商号又は名称

代表者氏名 印

215190
長方形

215190
長方形



別記様式第４

入 札 書

工事名（業務の名称）：

入札金額：￥

上記の金額をもって入札心得書及び現場説明書の条項を承諾の上、入札します。

平成○年○月○日

○○○○○【会計機関名を記載】

役 職 氏 名 殿

住 所

商号又は名称

代表者氏名 印

代理人氏名 印

注：金額、月日等の数字は算用数字で明確に記載すること。

215190
長方形

215190
長方形



別記様式第５

入 札 辞 退 届

工事名（業務の名称）：

上記工事（業務）について、都合により入札を辞退します。

平成○年○月○日

○○○○○【会計機関名を記載】

役 職 氏 名 殿

住 所

商号又は名称

代表者氏名 印

代理人氏名 印

215190
長方形

215190
長方形



別記様式第６

見 積 書

工事名（業務の名称）：

見積金額：￥

上記の金額をもって見積心得書及び現場説明書の条項を承諾の上、見積します。

平成○年○月○日

○○○○○【会計機関名を記載】

役 職 氏 名 殿

住 所

商号又は名称

代表者氏名 印

代理人氏名 印

注：金額、月日等の数字は算用数字で明確に記載すること。

215190
長方形

215190
長方形



別記様式第７

見 積 辞 退 届

工事名（業務の名称）：

上記工事（業務）について、都合により見積を辞退します。

平成○年○月○日

○○○○○【会計機関名を記載】

役 職 氏 名 殿

住 所

商号又は名称

代表者氏名 印

代理人氏名 印

215190
長方形

215190
長方形


